
図表Ⅱ－１－２－９－１　成果主義賃金の採用状況
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36.5
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71.6

60.3

25.4

0.3

1.3

0.7

0.8

0.7

2.4

1.8
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規模計
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1,000人以上

採用している        
５年ほど前にはあったが今は廃止した      
以前から採用していない                  
　無回答            

図表Ⅱ－１－２－９－２　成果主義賃金の概要
（成果主義賃金採用企業＝100）
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7.3

2.8

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

規模計

30～99人

100～999人

1,000人以上

明確な目標を定めて、その達成度に応じて賃金額を決める        

目標は定めず、結果としての業績を評価して賃金額を決める      

なんともいえない    

　無回答            

図表Ⅱ－１－２－10－１　成果主義による基本
　　　　　　　　　　　給変動の有無
（成果主義賃金採用企業＝100）
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規模計
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1,000人以上

変動する            変動しない          　無回答            

図表Ⅱ－１－２－10－２　成果主義による賞与
　　　　　　　　　　変動の有無

（成果主義賃金採用企業＝100）
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変動する            変動しない          　無回答            

成果主義賃金の採用状況 成果主義賃金の概要
（成果主義賃金採用企業＝100)

成果主義による
基本給変動の有無

（成果主義賃金採用企業＝100)

成果主義による
賞与変動の有無

（成果主義賃金採用企業＝100)



図表Ⅱ－１－２－11－１　成果評価担当の管理職研修の実施状況
（現在成果主義賃金のある企業＝100、複数回答）
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16.6

12.7

41.2

25.7

25.1

2.0
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0.6
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毎年実施している

数年おきに実施している

評価の内容や方法等に
変更があったとき実施している

初めて評価を担当する
こととなったとき実施している

特に実施していない

　無回答

％

規模計 30～99人 100～999人 1,000人以上

　（注）　設問は、「成果を評価する場合に、各社員が子育てや介護その他の家庭の事情によりやむを得ず
　　　　成果の目標を達成できなかったときは、その事情を考慮しますか。」である。

図表Ⅱ－１－２－11－２　評価に際しての家庭事情の考慮の状況
（現在成果主義賃金のある企業＝１００）
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100～999人

1,000人以上

まったく考慮しない  あまり考慮しない    

事情によっては考慮する                  常に事情を考慮して評価することとしている

どちらともいえない  　無回答            

成果評価担当の管理職研修の実施状況
（現在成果主義賃金のある企業＝100、複数回答)

評価に際しての家庭事情の考慮の状況
（現在成果主義賃金のある企業＝100)



２． 企業における賃金制度、雇用管理制度の状況
（１） 企業アンケート調査の結果

② 女性社員の活躍状況
ⅰ） 役職者に占める女性の割合

図表Ⅱ－１－３－１　女性部課長クラスの存否
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65.1

4.5
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63.9
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23.5
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2.0

2.4
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

規模計

30～99人

100～999人

1,000人以上

いる                ５年ほど前にはいたが今はいない          

以前からいない      　無回答            

　（注）ここ５年程度における変化を尋ねたものである。

図表Ⅱ－１－３－２－１　女性課長クラス員数の変化
（女性部課長クラスのいる（いた）企業＝100）
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16.7

21.4

11.7

5.4
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規模計

30～99人

100～999人

1,000人以上

増えた              変わらない          減った              　無回答            

図表Ⅱ－１－３－２－２　女性部長クラス員数の変化
（女性部課長クラスのいる（いた）企業＝100）
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30～99人

100～999人

1,000人以上

増えた              変わらない          減った              　無回答            

　（注）ここ５年程度における変化を尋ねたものである。

図表Ⅱ－１－３－２－２　女性部長クラス員数の変化
（女性部課長クラスのいる（いた）企業＝100）
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増えた              変わらない          減った              　無回答            

女性部課長クラスの存否

女性課長クラス員数の変化
（女性部課長クラスのいる（いた）企業＝100）

女性部長クラス員数の変化
（女性部課長クラスのいる（いた）企業＝100）



図表Ⅱ－１－３－３－１　女性部課長クラス
　　　　　　　　　　　　　　　員数が増えた理由
（女性部課長クラス員数の増えた企業＝100）
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5.9

2.3

0 20 40 60 80 100

ポストの数が増えた

女性社員の勤続年数
が長くなった

女性社員のうちで
適格者が増えた

女性社員を積極登用
する貴社の方針

その他

なんともいえない

　無回答

％

規模計 30～99人 100～999人 1,000人以上

図表Ⅱ－１－３－３－２　女性部課長クラス
　　　　　　　　　　　　　　員数が減った理由
（女性部課長クラス員数の減った企業＝100）
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0.0
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ポストの数が減った

役職者だった女性社員
が退職した

役職適格になる前に
退職する女性が多い

候補になり得る女性社員
がいない

その他

　無回答

％

規模計 30～99人 100～999人 1,000人以上

　（注）今後５年間程度における変化を尋ねたものである。

図表Ⅱ－１－３－５－１　今後の女性課長クラス員数の見通し
（女性部課長クラスのいる（いた）企業＝100）
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規模計

30～99人

100～999人

1,000人以上

増えるだろう        変わらない          減るだろう          　無回答            

女性部課長クラス員数の
増えた理由

（女性部課長クラス員数の増えた企業＝100）
今後の女性課長クラス員数の見通し

（女性部課長クラスのいる（いた）企業＝100)

　（注）今後５年間程度における変化を尋ねたものである。

図表Ⅱ－１－３－５－２　女性部長クラス員数の見通し
（女性部課長クラスのいる（いた）企業＝100）
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増えるだろう        変わらない          減るだろう          　無回答            

今後の女性部長クラス員数の見通し
（女性部課長クラスのいる（いた）企業＝100)



図表Ⅱ－１－３－４　部課長クラス昇進に当たり重視している項目
（女性部課長クラスのいる企業＝100）　

84.6

71.0

66.9

42.9

36.6

29.7

15.7

14.1

13.8

82.1

67.3

64.4

43.0

29.1

25.8

14.4

11.4

14.3

86.8

74.2

69.3

40.4

43.2

30.9

15.6

17.1

14.7

93.9

84.3

75.2

59.3

64.8

58.2

29.9

18.7

2.0

0 20 40 60 80 100

現在の職務での業績・成果
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入社後の勤続年数

％

規模計 30～99人 100～999人 1,000人以上
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男女がそれぞれに持つ
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直近下位の職位での勤
務年数

時間面で柔軟に勤務で
きること

本人の希望

過去の転勤実績

家庭の事情

転居を伴う転勤ができる
こと

その他

　無回答

％

部課長クラス昇進に当たり重視している項目
（女性部課長クラスのいる（いた）企業＝100)



２． 企業における賃金制度、雇用管理制度の状況
（１） 企業アンケート調査の結果

② 女性社員の活躍状況

ⅱ） 勤務地・職種・勤務時間・キャリアコース等によりあらかじめ限定
した社員制度を有する企業の状況

図表Ⅱ－１－３－６　各種限定社員制度のある企業の割合
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所定勤務時間限定社員制度

一般職社員制度

％

規模計 30～99人 100～999人 1,000人以上

図表Ⅱ－１－３－７　一般職社員の男女比
（一般職社員制度のある企業＝100）
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5.9
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100～999人

1,000人以上

全員が女性である    ほとんどが女性である
男性に比べて女性がかなり多い            ほぼ男女同数である  
女性に比べて男性がかなり多い            ほとんど又は全員が男性である            
　無回答            

各種限定社員制度のある企業の割合

一般職社員の男女比
（一般職社員制度のある企業＝100)



　（注）　一般職社員制度のみある企業及び四つの限定社員制度が複数あり、一般職社員制度適用

　　　　社員数がもっとも多い企業の回答である。

図表Ⅱ－１－３－８－１　一般職社員の賃金面の取扱
（一般職社員制度について回答企業＝100）
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規模計

30～99人

100～999人

1,000人以上

限定のない社員とまったく同じ取り扱いをしている              
限定のない社員と同じ賃金体系だが、昇給スピード等は変えて運用
限定のない社員と異なる賃金体系を適用している                
なんともいえない    
　無回答            

　（注）　一般職社員が限定のない「通常の社員」へ転換できるかどうかを尋ねたものである。

図表Ⅱ－１－３－８－３　一般職社員の通常社員への転換可能性
（一般職社員制度について回答企業＝100）
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本人の申し出があり、会社が認めればできる
原則としてできないが、特段の事情があればできることもある    
できない            
なんともいえない    
　無回答            

図表Ⅱ－１－３－８－２　一般職社員と決まる時点
（一般職社員制度について回答企業＝100）
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規模計
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100～999人

1,000人以上

募集時から決めている 採用の際に決めている

採用後一定期間後に決めている            その他              

　無回答            

一般職社員の賃金面の取扱い
（一般職社員制度について回答企業＝100)

一般職社員と決まる時点
（一般職社員制度について回答企業＝100)

一般職社員の通常社員への転換可能性
（一般職社員制度について回答企業＝100)


